
年 月 日 内容 

2017 2 12 新型の中距離弾道ミサイル「北極星2」発射 

3 6 中距離弾道ミサイル「スカッドER」4発を同時発射 

5 14 新型の中距離弾道ミサイル「火星12」発射 

7 4 ICBM級の「火星14」を発射 

7 28 ICBM級の「火星14」を発射 

8 29 新型の中距離弾道ミサイル「火星12」発射 

9 3 6回目の核実験 

9 15 ミサイル発射（防衛省、「火星12」と同型の可能性があるとの認識を示す） 

2017年9月15日 
三井住友アセットマネジメント 

シニアストラテジスト 市川 雅浩 

市川レポート（No.434） 

 米国は北朝鮮の核放棄が対話の前提、北朝鮮は核保有の認定が前提、対話の動きはみられず。 

 朝鮮半島の非核化のため米日韓は経済制裁の強化を重視、ただカギを握る中ロは慎重な姿勢。 

 6カ国の歩み寄りは困難だが、少なくとも軍事衝突は避けたいという点では一致していると思われる。 

北朝鮮情勢～今後のためのポイント整理 

米国は北朝鮮の核放棄が対話の前提、北朝鮮は核保有の認定が前提、対話の動きはみられず 

 

 北朝鮮を巡る情勢は、米国、韓国、日本、中国、ロシアの思惑が複雑に絡み合い、混迷を極めています。そこ

で今回は、一般に報道されている情報に基づいて、各国の主張を改めて検証し、北朝鮮情勢をみる上でのポ

イントを整理します。まず米国の主張は、「朝鮮半島の非核化」です。具体的な手段は、「経済制裁の強化」で

あり、核放棄を前提に北朝鮮を対話の場に引き出し、核問題の平和的解決を目指します。 

 

 これに対し北朝鮮の主張は、「現行体制の維持」です。具体的な手段は、「核・ミサイル開発」であり、国際社

会に核保有国と認めさせることを重視しています。また、米朝対話について、米国は北朝鮮の核放棄を前提とし

ていますが、北朝鮮は米国による核保有の認定を前提としています。前提条件がこのように相反しているため、現

時点で米朝両国に対話の動きはみられません。 
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【図表2：6カ国の主な主張】 【図表1：北朝鮮の核・ミサイル発射実験】 

(注) 今年に入ってからの主な実験。 
(出所) 各種資料を基に三井住友アセットマネジメント作成 

(出所) 各種資料を基に三井住友アセットマネジメント作成 

米国・日本・韓国 

朝鮮半島の非核化 

経済制裁の強化 

米朝対話は北朝鮮の核放棄が前提 

中国・ロシア 

中：米国と対等かつ安定した関係の構築 

ロ：自国に対する経済制裁の緩和 

強力な経済制裁には慎重 

朝鮮半島での米影響力増を警戒 

北朝鮮 

現行体制の維持 

核・ミサイル開発の継続 

米朝対話は核保有の認定が前提 
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朝鮮半島の非核化のため米日韓は経済制裁の強化を重視、ただカギを握る中ロは慎重な姿勢 

 

 日本と韓国の主張は、基本的に米国と同じ「朝鮮半島の非核化」です。北朝鮮の核保有が容認されることに

なれば、日韓両国は長きにわたって核の脅威にさらされることになり、安全保障上、極めて深刻な問題となります。

そのため、日韓ともに「経済制裁の強化」を通じた核問題の平和的解決が喫緊の課題となります。そして「経済

制裁の強化」について、カギを握るのが中国とロシアです。 

 

 中国の主張は「米国と対等かつ安定した関係の構築」です。米国は、「経済制裁の強化」を遂行するにあたり、

北朝鮮と関係の深い中国に、影響力の行使を促しています。中国としてはある程度、米国の要求を受け入れざ

るをえないと思われますが、北朝鮮の体制が崩壊するほどの強い経済制裁には慎重です。これは、体制崩壊とな

れば、多くの難民が中国に押し寄せる恐れがあるためです。 

 

6カ国の歩み寄りは困難だが、少なくとも軍事衝突は避けたいという点では一致していると思われる 

 

 ロシアの主張は、「自国に対する経済制裁の緩和」です。ロシアはウクライナ侵攻を巡って欧米から経済制裁を

受けているため、その緩和と引き換えに、北朝鮮への「経済制裁の強化」に協力するという交渉も可能と思われま

す。ただ、ロシアは極東地域で北朝鮮労働者を受け入れている事情などもあり、中国ほど北朝鮮の体制崩壊を

懸念していませんが、あまりに強力な経済制裁には、一定の距離を置いています。 

 

 そのため、①経済制裁の強化で核放棄を求める米国・日本・韓国、②自国の利益を鑑み、強い制裁には慎

重な中国・ロシア、③その隙を狙って核実験やミサイル発射実験を続ける北朝鮮、この構図はしばらく続く見通し

です（図表1、2）。これに終止符を打つのは米朝対話ですが、対話の前提を、北朝鮮の核放棄とするか、ある

いは核保有認定とするかは、極めて難しい判断です。ただこれら6カ国は、少なくとも「朝鮮半島での軍事衝突は

避けたい」という考えに相違はないと思われます。 
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 当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものであり、投資勧誘を目的として作成されたもの又は金融商品取引法

に基づく開示書類ではありません。 

 当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。 

 当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。 

 当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。 

 当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、今後の市場環境等を保証するもので

はありません。 

 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。 

 当資料の内容に関する一切の権利は当社にあります。本資料を投資の目的に使用したり、承認なく複製又は第三者への開示等を行うことを厳に禁

じます。 

 当資料の内容は、当社が行う投資信託および投資顧問契約における運用指図、投資判断とは異なることがありますので、ご了解下さい。 

 

三井住友アセットマネジメント株式会社 

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第399号 

加入協会：一般社団法人投資信託協会会員/一般社団法人日本投資顧問業協会会員/一般社団法人第二種金融商品取引業協会会員 


